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事務事業評価シート
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１．事務事業の位置付け ２．事務事業の概要
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５．今後の方向性（担当室による内部評価）

３．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

  「名張市都市マスタープラン」の方針に基づき、無秩
序な開発を抑制し、まとまりのある市街地と集落の形
成を目指し、既存の用途地域の見直しや拡大等に加
え、住環境の維持・保全の観点から、特定用途制限地
域や地区計画制度など、地域の実情に応じた土地利
用規制を導入します。

H.28年度（事業量・取組実績） H.29年度（事業量・取組計画）

主な事業の
実績・計画

百合が丘、つつじが丘、さつき
台等
・地域主体の取組み支援
・地区計画等の原案作成に向
けた合意形成手続き
・地区計画等の原案作成

百合が丘
・地区計画建築条例（案）の作
成

つつじが丘、さつき台等
・地域主体の取組み支援
・地区計画等の原案作成に向
けた合意形成手続き
・地区計画等の原案作成

蔵持地区
・土地利用計画案の作成

その他大規模住宅地
・地域主体の検討組織の設置

H.30年度(事業計画) H.31年度(事業計画) H.32年度(事業計画)

百合が丘
・都市計画決定手続
つつじが丘、さつき台
等大規模住宅地
・地区計画等の原案
作成に向けた合意形
成手続き
・地区計画等の原案
作成
蔵持地区
・用途地域（案）作成

つつじが丘、さつき
台等の大規模住宅
地
・地区計画等の原案
作成に向けた合意
形成手続き
・地区計画等の原案
作成
・随時都決手続
蔵持地区
・都市計画決定手続

つつじが丘、さつき
台等の大規模住宅
地
・地区計画等の原案
作成に向けた合意形
成手続き
・地区計画等の原案
作成
・随時都決手続

事業内容

(H.29)No. 6218 (H.28)No. 1124-5

事務事業名 用途地域等見直し事業
会計区分 事業コード 410506
一般会計 （中事業名）※予算書事業名

土木費 都市計画総務費

担当部局名 担当室名 室長名 都市計画費 （小事業名）

魅力的な都市環境づくり   「名張市都市マスタープラン」に掲げた集約連携型都
市の実現を目指し、秩序ある土地利用を促進するた
め、適切な土地利用規制・誘導を図ります。

施 策 土地利用

重点プロジェクト

都市整備部 都市計画室 田中　康生 都市計画総務費 用途地域等見直し事業

総
合
計
画

政 策 美しい自然に包まれ快適に暮らせるまち 事業目的（めざす効果）

基本施策

H.30年度(計画予
算)

H.31年度(計画予
算)

H.32年度(計画予
算)H.27繰越分 H.28現年分

①直接事業費 3,348千円 3,500千円 3,500千円 3,500千円

H.28年度（決算見込） H.29年度(作成時予算額)

H.28繰越分 H.29現年分

3,500千円

人
工
数

職員 0.85人

国･県支出金内
訳

(

千
円

)

その他（　　　）

6,000千円 6,000千円 6,000千円

①+②総事業費 0千円 9,723千円 9,500千円 9,500千円 9,500千円

0千円 6,000千円

0千円 9,500千円

②概算人件費 0千円 6,375千円

0.80人 0.80人 0.80人

臨時職員等 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

0.80人

0.00人

地方債

一般財源 0 3,348 3,500 3,500 3,5000 3,500

 【選択肢】
　 継続（改善）、継続（現行）、継続（拡大）、継続（縮小）、統合検討、休止検討、廃止検討、事業完了（予定含む）

継続（現行）

今後の対応方針（課題解決への取組内容、具体的な見直し内容、継続の理由等） ６．事務事業の取組に関係する市の計画
　地域ビジョンなどの各地域のまちづくり方針を踏まえたルールづくりにおいては、都市計画制度
に対する市民の理解を深め、広く意見を反映できる措置を更に講じるとともに、地域が主体と
なって取組むためのマニュアル等を作成していく必要があります。　都市計画の観点から地域づ
くり活動を促進するため、地域づくり組織との連携・協働により、地域の実情に応じたきめ細やか
なルールづくりを目指し、地区計画制度の積極的な活用や、都市計画提案制度の運用などを進
めます。

名張市都市マスタープラン

４．担当室による事務事業の点検

　用途地域等の見直し方針を作成し、地域づくり組織等との協働により、用途地域及び地区計画の原案作成を進めてきており、地区計画の原案
作成においては、地域住民の合意形成が不可欠であることから、地域の実情に応じた住民意向の反映手法や合意形成手法の検討が必要と
なっています。　用途地域等の指定により、計画的で秩序ある土地利用を推進し、都市機能の集約、住環境の保全など、暮らしのまちとしての魅
力を高めます。　地域ビジョンで掲げた地域将来像の実現に向けて、地域づくり組織との連携・協働により、地域別の土地利用構想や、地区計
画の方針等の策定を進めます。

考察（H.28年度の取組評価、課題、施策への貢献、市民との協働など）


